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【要旨】 

近年、医薬品などの生活に関連した未規制化学物質による水環境の微量汚染や、その生理活性に由来する水生

生物への影響が懸念されており、新たな環境問題として注目されている。効果的なリスク削減対策を講じるため

には、多様な化学物質について水環境中における挙動、生態系に与える影響などの解明を進めることが必要であ

る。本研究課題では、都市部を流れる河川を対象に、医薬品類 10 物質について実態および挙動を調査した。また、

PRTR 制度第一種指定化学物質について、下水処理水での生態リスクに基づいたスクリーニングを行い、実態と

挙動を調査すべき化学物質を抽出した。抽出した PRTR 化学物質について、都市部の河川での実態および挙動を

調査した。また、河川の実態調査結果を用いて、調査対象物質の生態リスク初期評価を実施した。 

キーワード：未規制化学物質、環境中動態、一次反応、PPCPs、PRTR 制度 

 

 

1．はじめに 

医薬品類など、水質規制の対象となっていない化

学物質（未規制物質）の中には、生活の中で使用さ

れたのち、下水道などを通じて水環境中に排出され

る物質が含まれている。近年、水環境中に流出する

未規制物質による水生生物への影響が懸念されてお

り、水環境における未規制物質の効率的なリスク管

理や削減対策が求められている 1)。下水道事業者が

リスク管理や低減対策を講じる上で、未規制化学物

質の水環境中での存在実態や挙動を明らかにすると

ともに、喫緊に対応すべき化学物質を把握すること

が必要である。 

本研究課題では、水質汚濁防止法などの規制対象

外となっている化学物質について、水環境における

水生生物への影響が懸念されるものを検討した上で、

それらの物質を対象として水環境中での実態把握と

挙動解明を行うとともに、これらの物質が水生生態

系に対して与える影響を評価することを目的として

いる。都市部を流れる河川を対象に、生態影響が懸

念される医薬品類および PRTR 制度第一種指定化学

物質について存在実態および挙動を調査した。得ら

れた結果を基に、また、より詳細な評価が必要とさ

れる化学物質を明らかにするために生態リスク初期

評価を実施した。 

 

 

2．医薬品類の実態・挙動の調査 

2．1 目的 

近年、医薬品類による水生生物への影響が懸念さ

れている 2）。そこで、都市部を流れる河川における

医薬品類の存在実態とともに流下過程での挙動を調

査した。 

2．2 対象医薬品類 

本研究では、国内の出荷量 3)、実河川中での実態
4)、および水生生物への毒性 4)の点から、医薬品類

10 物質を調査対象に選定した（表－1）。対象物質に

は抗生物質や殺菌剤、解熱消炎剤などが多く含まれ、

ng/L オーダーで水生生物に影響するものもある。 

 

物質名 主な効用

Azithromycin マクロライド系抗生物質

Bezafibrate 高脂血症治療薬

Caffeine 中枢興奮・強心・利尿剤

Clarithromycin マクロライド系抗生物質

Crotamiton かゆみ止め軟膏

Ibuprofen 消炎・鎮痛・解熱剤

Ketoprofen 消炎・鎮痛・解熱剤

Levofloxacin フルオロキノロン系合成菌剤

Sulfamethoxazole サルファ剤（感染症治療薬）

Triclosan 殺菌剤

表－1 調査対象の医薬品類 
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2．3 調査方法 

2.3.1 多摩川 

多摩川は、山梨県、東京都、神奈川県を流れる多

摩川水系の本川である（河川法河川延長：481.0 km、

流域面積：1240 km2、流域人口：約 380 万人 5））。高

度成長期の急激な流域の都市化の影響を受けて水質

が悪化したが、下水道整備や河川浄化施設の設置な

どに伴い水質改善が進み、近年では中流域（多摩川

原橋）の水質は、BOD 2mg/L 程度で推移している

（2001 年以降の環境基準は B 類型、BOD 3mg/L）。

一方で、人口増加および下水道普及率の上昇に伴い、

中流域においては渇水期に河川流量の 5 割以上を下

水処理水が占めることもある。 

 本研究では、中流域の約 11km の調査区間を設定

し、2011 年の 6/10、10/17、2012 年の 1/31、2/16、

8/22、2013 年の 1/30、9/30、12/17、2014 年の 8/25、

10/27、12/16 の合計 11 回調査を行った（表－2）。調

査地点の概要を図－1 に示す。調査地点 St. T-e は、

2013 年の 9/30 以降の調査回で対象とした。 

また、医薬品類の流下過程での減衰を検討するため、

2012 年の 1/31、2/16、8/22、2013 年の 1/30、9/30、

2014 年の 12/16 において、「河川砂防技術基準（案）
8)」に準じて、河川の調査地点において、流量観測

を行った。また、東京都下水道局から下水処理場か

らの調査日の放流量データを入手した。得られた流

量データから、調査地点ごとに一日当たりの流量を 

 

推計した。ただし、St. T-c では、2011 年の 6/10、10/17、

2012 年の 1/31、2/16、8/22、2013 年の 1/30 において

流量観測を行わなかったため、東京都環境局より入

手した調査日と同じ月の流量データを代用した。 

2.3.2 秋山川 

 秋山川は、栃木県佐野市を流れる、利根川水系

渡良瀬川の支川である（延長：37.7 km、流域人口：

約 4.4 万人 6））。市街を流下する中下流域では水質汚

濁が見られたが、下水道や農業集落排水などの整備

などにより、近年では BOD 2mg/L 程度で推移して

いる（C 類型、BOD 5mg/L）。 

終末処理場の流入地点より下流では、河川流量に

対する下水処理水の寄与が大きくなっていることか

ら、流下過程における微量汚染化学物質の挙動を検

討することを目的として調査地点に選定した。終末

処理場の流入地点上流から末流までの約 3km を調

査区間として設定し、2011年の12/19、2012年の2/9、

5/24、7/10、9/18、12/13、2013 年の 1/7、9/30、2014

年の 1/7 の合計 9 回調査を行った（表－2）。調査地

点の概要を図－2 に示す。 

また、医薬品類の流下過程での減衰を検討するた

め、河川調査に併せて、「河川砂防技術基準（案）8)」 

に準じて各調査地点で流量観測を行った。放流口か

ら 30m下流の地点で流量を観測した。また、下水処

理場からの調査日の放流量のデータを入手した。放 

流口下流の河川地点での流量の測定値から下水処理

場の放流量を引くことで、河川上流の調査地点にお

ける流量を推計した。 

 

調査河川 実態の調査 挙動（減少係数）の調査

多摩川

2011年6/10、10/17

2012年1/31、2/16、8/22

2013年1/30、9/30、12/17

2014年8/25、10/27、12/16

2012年1/31、2/16、8/22

2013年1/30、9/30

2014年12/16

秋山川

2011年12/19

2012年2/9、5/24、7/10、9/18、12/13

2013年1/7、9/30

2014年1/7

2011年12/19

2012年2/9、5/24、7/10、9/18、12/13

2013年1/7、9/30

2014年1/7

印旛沼流域 2012年1/12、1/19 -

妙正寺川 2012年2/13 -

鶴見川 2015年1/29 -

表－2 各対象河川での調査対象の医薬品類の実態調

査と挙動調査の調査時期一覧 

 

St. A-A

WWTP

St. A-2St. A-1

図－2 秋山川の調査地点 

図－1 多摩川の調査地点 
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2.3.3 印旛沼流域 

印旛沼は、千葉県北西部を集水域とし、利根川お

よび東京湾に接続する湖沼である（流域面積：約 494 

km2、流域人口：約 77 万人 7））。昭和 30 年代以降、

流域の都市化に伴う生活排水の増加などにより水質

汚濁が問題となり、1985 年に指定湖沼に指定されて

いる。下水道や合併処理浄化槽の整備などの施策が

推進されてきたものの、COD75%値は 10mg/L（H22

年度）と依然として環境基準（A 類型、COD：3mg/L）

の達成には至っていない。 

本研究では、印旛沼流入河川の鹿島川・高崎川の

流域において、生活系排水や畜産系、面源系の流入

状況が異なると考えられる地点 5 箇所を選定し、

2012 年の 1/12、1/19 に調査を行った。調査地点の概

要を図－3 に示す。 

 

図－3 印旛沼流域の調査地点 

 

2.3.4 妙正寺川 

妙正寺川は、東京都区部西部を流れる、荒川水系

神田川の支川である（延長：9.7 km、流域面積：21.4 

km2、流域人口：36.6 万人 8））。近年は BOD 2mg/L

程度で推移している（類型指定なし）。 

秋山川と同様に、終末処理場の流入地点より下流

では、河川流量に対する下水処理水の寄与が大きく

なっていることから、流下過程における微量汚染化

学物質の挙動を検討することを目的として、2012 年

の 2/13 に調査を行った。調査地点の概要を図－4 に

示す。 

 

図－4 妙正寺川の調査地点 

 

2.3.5 鶴見川 

 鶴見川は東京都および神奈川県を流れる鶴見川水

系の本川である（河川法河川延長：94.9km、流域面

積：235km2、流域人口：約 205 万人 5））。本研究では、

鶴見川と恩田川の合流地点付近から約 4km を調査

区間として設定し、2015 年の 1/29 に調査を実施し

た。調査地点の概要を図－5 に示す。調査日の日中

と日没後に各調査地点で河川水を採取した。 

 

 

図－5 鶴見川の調査地点 

 

2．4 分析方法 

アルミ箔で遮光したガラス瓶に満水状態で採水し、

アスコルビン酸（酸化防止剤）と Na2EDTA（マトリ

ックス元素のマスキング剤）をそれぞれ約 1g/L とな

るように加え、冷蔵状態で試験室へ持ち帰った。試

料中の溶存態成分について、Triclosan は、Nakada et 

al.9)の方法を参考に抽出、濃縮、アセチル化等の前

処理を行った後、GC-MS を用いて測定した。その他

の物質は小西ら 10)の方法を参考に抽出、濃縮等の前

処理を行った後、LC-MS/MS を用いて測定した。定

量は、GC-MS 法、LC-MS/MS 法ともに、同位体希釈

法により定量した。本研究では、濃度が検出下限値

以上で定量下限値未満の値を示した場合は、その値

を濃度として用いた。 

2．5 減少係数の算出 

医薬品類が流下過程において、一次反応式に従っ

て減少するという仮定の下で、花本ら 11)を参考に、

多摩川及び秋山川において、減少係数 k を以下の式

から求めた。 

 調査区間の最下流地点での負荷量 = 

 ∑調査地点𝑖の負荷量×

  𝑒(−𝑘×調査地点𝑖から最下流地点までの流下時間)    (1) 

各調査地点の対象医薬品類の負荷量を把握するため、

調査地点ごとに医薬品類の濃度と一日当たりの流量

の積から負荷量を算出した。また、医薬品類濃度が

検出下限値未満の場合には、検出下限値の 1/2 の値

を用いた。また、各調査地点から最下流地点までの

流下時間を、Google map を用いて計測した流下距離

を本川および支川の調査地点での流量観測で推定さ

れた流速で除して求めた。 
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2．6 結果と考察 

2.6.1 医薬品類の存在実態 

表－3 に多摩川流域の調査地点における調査対象

の医薬品類 10 物質の分析結果を示す。生活系・事業

系排水の影響が少ない上流地点 St．T-1 において、

caffeine 以外の 9 物質は、中央値で 10 ng/L 以下と低

濃度で検出された。Caffeine は他の医薬品類に比べ

て、St．T-1 において高濃度で検出された。下水処

理水が流入する調査範囲の中流地点 St．T-2 と下流

地点 St．T-3 において、azithromycin、caffeine、

clarithromycin 、 crotamiton 、 levofloxacin 、

sulfamethoxazole は、最大で 100ng/L を超える濃度で

検出された。多摩川の支川では、生活系・事業系排

水の影響が少ない St. T-a と T-b に比べ、下水処理水

が流入する St．T-c と T-d では、医薬品類が高い濃

度で検出された。ただし、St T-a では caffeine が高い

濃度で検出されており、この支川に生活系の排水が

流入していることが考えられた。下水処理場の排水

樋門では、caffeine と ibuprofen を除き、高い濃度で

医薬品類が検出された。 

表－4 に秋山川での調査地点における調査対象の

医薬品類 10 物質の分析結果を示す。caffeine 以外の

医薬品類9物質は河川上流の調査地点St. A-1に比べ

て、下水処理場の放流口 St．A-A および河川下流の

調査地点 St．A-2 で比較的高い濃度で検出された。

特に、 azithromycin、 bezafibrate、 clarithromycin、

crotamiton、ketoprofen、levofloxacin、sulfamethoxazole

は、下水処理場放流水において、中央値が 100ng/L

以上の濃度で検出された。Caffeine は河川上流の調

査地点 St．A-1 で比較的高い濃度で検出され、下流

では St. A-1 より低い濃度で検出された。 

 

表－4 秋山川における医薬品類 10 物質の分析結果（ng/L） 

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値

A-1 5/8 0.5 0.53 8/8 1.2 9 8/8 81.5 170 8/8 1.9 5.6 8/8 10.1 50

A-2 8/8 120 230 8/8 130 570 8/8 49 68 8/8 260 660 8/8 350 2000

A-A 8/8 130 370 8/8 375 760 8/8 33.5 49 8/8 405 710 8/8 500 2200

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値

A-1 6/8 0.9 2.2 6/8 0.3 0.38 5/8 1 1.6 8/8 2.9 15 8/8 3.2 5.6

A-2 8/8 3.9 21 8/8 5 35 8/8 200 460 8/8 42 120 8/8 37 72

A-A 8/8 10.8 28 8/8 455 640 8/8 485 650 8/8 100 130 8/8 85.3 200

Azithromycin Bezafibrate Caffeine Clarithromycin Crotamiton

Ibuprofen Ketoprofen Levofloxacin Sulfamethoxazole Triclosan

表－5 印旛沼流域における医薬品類 10 物質の分析結果（ng/L） 

調査地点 1/12 1/19 1/12 1/19 1/12 1/19 1/12 1/19 1/12 1/19

I-1 16 16 30 31 14000 8600 24 53 200 200

I-2 15 16 100 89 38000 560 64 78 220 240

I-3 1.5 1.9 4.1 6.7 72 120 4.8 91 71 86

I-4 4.2 4.8 80 50 210 220 17 95 120 280

I-5 6.7 3.1 14 5.4 380 240 25 64 310 37

調査地点 1/12 1/19 1/12 1/19 1/12 1/19 1/12 1/19 1/12 1/19

I-1 12 20 7.5 7.4 17 23 2.4 1.5 16.3 19

I-2 29 25 3.6 4 9.2 8.1 16 14 15.5 14.6

I-3 2 3.2 0.13 0.16 5.2 6.9 5.4 4.5 7.3 7.3

I-4 3.4 2.7 0.16 0.27 19 43 1.2 12 8.2 9.8

I-5 13 7 1.7 7.4 6 LOD
* 9.6 0.3 12.3 8.2

*
LODは検出限界以下を示す。

Azithromycin Bezafibrate Caffeine Clarithromycin Crotamiton

Ibuprofen Ketoprofen Levofloxacin Sulfamethoxazole Triclosan

表－3 多摩川における医薬品類 10 物質の分析結果（ng/L） 

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値

T-1 4/8 0.29 0.78 5/6 0.27 1.2 7/7 39 330 8/8 0.3 0.93 7/7 7.4 12

T-2 10/10 110 210 8/8 68 91 9/9 130 230 10/10 250 600 10/10 515 950

T-3 11/11 72 130 9/9 62 72 9/9 110 270 11/11 150 440 10/10 465 790

T-a 7/8 10 23 7/7 31 150 8/8 435 1600 8/8 21 46 8/8 36.5 58

T-b 7/8 0.37 1.6 4/7 0.17 0.34 8/8 61 110 8/8 0.82 2.3 8/8 5.05 8.3

T-c 7/7 430 500 6/6 175 360 6/6 185 770 7/7 900 1200 6/6 1100 1800

T-d 7/7 5.6 19 6/6 31.5 110 6/6 270 390 7/7 56 100 6/6 200 300

T-e 2/3 3.8 5.3 2/2 5.4 8.7 2/2 50.5 76 3/3 19 45 2/2 59.8 110

T-A 8/8 355 430 7/7 100 140 8/8 36 170 8/8 870 1400 8/8 1250 2100

T-B 8/8 465 610 7/7 110 180 8/8 44 130 8/8 1150 1800 8/8 1300 2100

T-C 8/8 415 570 7/7 360 910 8/8 57 160 8/8 740 1000 8/8 895 1200

T-D 7/7 350 380 6/6 74 130 6/6 38 310 7/7 880 980 6/6 1040 1700

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値

T-1 1/6 0.1 0.1 5/7 0.54 1 3/8 0.86 1.1 6/6 0.91 1.2 8/8 1.55 4.9

T-2 7/8 3.3 14 10/10 2.7 30 10/10 185 410 9/9 72 140 10/10 42.95 61

T-3 8/9 2.3 3.8 10/10 1.75 18 11/11 130 270 10/10 77 150 11/11 31 47.7

T-a 6/7 7.5 10 6/8 1.55 6.4 8/8 6.95 31 7/7 4 15 8/8 7.95 15

T-b 2/7 0.13 0.14 7/8 0.41 0.64 8/8 1.9 4.8 7/7 1.3 2 8/8 3 5.7

T-c 6/6 13.5 46 6/6 360 500 7/7 1000 1200 6/6 140 520 7/7 180 210

T-d 6/6 2.9 5.9 5/6 0.43 1.9 7/7 30 57 6/6 42.5 73 7/7 15 27.1

T-e 1/2 0.55 0.55 2/2 0.21 0.27 3/3 6 31 2/2 34 49 3/3 7.1 10

T-A 4/7 1.66 7.5 8/8 200 300 8/8 630 780 7/7 180 230 8/8 155 230

T-B 4/7 1.11 2.2 8/8 255 450 8/8 805 1100 7/7 140 290 8/8 128.9 160

T-C 7/7 38 150 8/8 305 690 8/8 720 910 7/7 180 190 8/8 145 200

T-D 4/6 0.54 2.3 6/6 360 520 7/7 730 890 6/6 140 280 7/7 210 220

Ibuprofen Ketoprofen Levofloxacin Sulfamethoxazole Triclosan

Azithromycin Bezafibrate Caffeine Clarithromycin Crotamiton
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 表－5 に印旛沼流域で実施した 2 回の調査におけ

る各調査地点での調査対象の医薬品類 10 物質の分

析結果を示す。全ての調査地点で、医薬品類 10 物質 

が検出された。特に、南部川および高崎川の調査地

点 St. I-1 と St. I-2 において、caffeine が比較的高濃 

度で検出されたことから、この地点では生活系の排

水が流入していることが考えられた。 

 表－6 に妙正寺川での調査地点における調査対象

の医薬品類 10 物質の分析結果を示す。下水処理場の

下流の調査地点 Sts. M-2～4 では、azithromycin、

bezafibrate、clarithromycin、crotamiton、levofloxacin

が 100ng/L を超える濃度で検出された。 

 表－7 に鶴見川の調査地点で対象とした医薬品類

4 物質の分析結果を示す。調査地点 Tr-1 での

azithromycin および日没後の levofloxacin、Tr-2 での

日没後の triclosan を除き、医薬品類 4 物質は河川水

および放流水において 100ng/L 以上の濃度で検出さ

れた。また、日中と日没で医薬品類の濃度に大きな

変化はみられなかった。 

2.6.2 減少係数の算出 

 多摩川と秋山川における医薬品類について求めた

減少係数を表－8 に示す。また、減少係数に係る要

因を検討するため、これまでに報告されている光分

解と生分解の速度定数と吸着に係る固液分配比（Kd）

を整理し、表－9 に示す。Ketoprofen は多摩川およ

び秋山川において高い減少係数を示した。

Ketoprofen の光分解の速度定数が高いことから、多

摩川と秋山川でみられた高い減少係数は、光分解に

よるものと考えられた。また、多摩川では、ketoprofen

の次に、 azithromycin、 Ibuprofen、Levofloxacin、

Triclosan が比較的高い減少係数を示した。

Azithromycin は比較的、固液分配比が高く、吸着に

より流下過程で減衰したと考えられた。Ibuprofen は

生分解の速度定数が比較的高いことから、生分解に 

推計回数 最小値 中央値 最大値 推計回数 最小値 中央値 最大値

Azithromycin 6 0.06 0.16 0.29 9 -0.29 -0.07 0.01

Bezafibrate 5 0.02 0.11 0.18 9 -0.36 -0.02 0.18

Caffeine 5 -0.09 0.03 0.08 9 -0.14 0.07 0.36

Clarithromycin 6 0.05 0.12 0.2 9 -0.38 -0.04 0

Crotamiton 5 0 0.04 0.07 9 -0.44 -0.1 0.04

Ibuprofen 5 0.04 0.17 1.24 9 -0.19 0.1 0.76

Ketoprofen 5 0.35 1.65 2.89 9 0.08 1.19 2.74

Levofloxacin 6 0.08 0.18 0.35 9 -0.26 0.05 0.3

Sulfamethoxazole 5 0 0.03 0.09 9 -0.41 -0.07 0.01

Triclosan 6 -0.03 0.17 0.52 9 -0.22 0.01 0.38

秋山川多摩川

表－8 多摩川および秋山川における医薬品類 10 物質の減少係数の推計値（h-1） 

表－6 妙正寺川における医薬品類 10 物質の分析結果（ng/L） 

調査地点 Azithromycin Bezafibrate Caffeine Clarithromycin Crotamiton

M-1 1.9 0.25 25 3.8 14

M-2 480 970 58 1400 1100

M-3 350 590 64 950 1100

M-4 230 370 98 660 920

調査地点 Ibuprofen Ketoprofen Levofloxacin Sulfamethoxazole Triclosan

M-1 LOD
* 0.14 7.3 1.1 7.7

M-2 7.4 450 560 100 96.4

M-3 4.5 16 360 85 53.1

M-4 4.4 2 400 79 36.8

*
LODは検出限界以下を示す。

表－7 鶴見川における医薬品類 4 物質の分析結果（ng/L） 

調査地点 日中 日没後 日中 日没後 日中 日没後 日中 日没後

Tr-1 19 LOD
* 440 540 110 29 100 100

Tr-2 140 130 380 380 230 250 100 93

Tr-3 270 200 660 600 380 320 130 120

Tr-A 599 632 1019 1083 788 950 208 240

*
LODは検出限界以下を示す。

Azithromycin Clarithromycin Levofloxacin Triclosan
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より流下過程で減衰したと考えられる。Levofloxacin

は光分解の速度定数と固液分配比の値が比較的高い

ことから、流下過程で光分解および吸着により減衰

したと考えられる。また、また、トリクロサンの流

下過程での減衰は、米国のテキサス州の小河川にお

いて調査されており、約 8km の調査区間で 80%近く

減少することが確認されている 15)。Triclosan は固液

分配比が高いことから 13)、吸着により流下過程で減

衰したことが考えられる。 

 また、ketoprofen 以外の医薬品類 9 物質の減少係

数の推計値は、多摩川よりも秋山川で低い値であっ

た。これらの違いとして、調査区間の長さや河床の

違いなどが考えられる。多摩川の調査区間は約 11km

であり、一方で秋山川の調査区間は約 3kmであった。

秋山川の調査区間は多摩川の調査区間の約 1/3 であ

り、医薬品類の減衰を推計するには区間の距離が短

かったことが考えられた。また、本研究で調査した

秋山川の調査区間は河床および河岸がコンクリート

で覆われていたため、流下過程での生分解および吸

着が起こりにくい環境であったことが考えられた。

本研究の結果から、医薬品類の減衰の程度は河川に

より大きく異なることが示された。 

 

3．PRTR 制度第一種指定化学物質の実態・挙動の

調査 

3．1 物質の選定 

3.1.1 目的 

PRTR制度において第一種指定化学物質とされて

いる化学物質を対象に、下水処理水での生態リスク

に基づいた初期評価を行い、調査対象とする化学物

質を抽出した。 

 

 

3.1.2 抽出方法 

 PRTR 制度では、事業者は化学物質の排出量と移

動量を年 1 回、国に届け出る義務を負い、国はこれ

を集計するとともに、届出外も含めた排出量・移動

量の推計を行っている。この情報を活用して、下水

道への化学物質流入量の情報を得ることが可能であ

り、水生生物への曝露を評価するためのデータとし

て利用することができる。評価対象とする PRTR 第

一種指定化学物質の下水処理水中濃度は、「PRTR

届出外排出量の推計方法等の概要」（以下、「届出外

推計」という）における『全国の下水処理施設から

公共用水域への年間排出量の推計値』を『全国の年

間処理水量』で除することで推計した。その際に、

『全国の年間処理水量』として、「下水道統計」の“水

処理施設・年間処理水量[m3/year]”の全国合計を適

用した。求められた値を全国における年間の平均的

な下水処理水中濃度の推計値として初期リスク評価

に使用した。本研究では、平成 22、23、24 年度の

届出データを基に推計された年間排出量 16,17,18)と全

国の年間処理水量 19,20,21)から、各年度における化学

物質の下水処理水中濃度を推計した。 

 評価対象とした化学物質について、公表されてい

る資料 22-26)から、生態リスクの初期評価に用いる毒

性値の情報（以下、毒性情報等という）を収集した。

収集した水生生物に対する毒性情報等を予測無影響

濃度としてリスク評価に使用した。複数の資料から

化学物質の毒性情報等が得られた場合、原則として

最も強い毒性値をリスク評価に採用した。 

 対象とした化学物質に対する初期リスク評価とし

て、「環境リスク初期評価」などで用いられているハ

ザード比（Hazard Quotient ：HQ）を用いた評価

を実施した 27)。この手法では、HQ が一定の基準値

表－9 既報文献から得られた医薬品類の光分解および生分解の速度定数と吸着に係る固液分配比 

Azithromycin <0.24 12) 0.04±0.08 14) 3.6±0.4 14)

Bezafibrate <0.24 12) 0.09±0.05 14) 0.5±0.1 14)

Caffeine <0.24 12) 0.15±0.09 14) 1.1±0.0 14)

Clarithromycin <0.24 12) <0.021 14) 2.4±0.2 14)

Crotamiton <0.24 12) <0.021 14) 0.8±0.1 14)

Ibuprofen <0.24 12) 0.18±0.08 14) 0.6±0.1 14)

Ketoprofen 12.69 12) 0.02±0.01 14) 0.6±0.1 14)

Levofloxacin 2.12 12) <0.021 14) 3.5±0.5 14)

Sulfamethoxazole <0.24 12) 0.03±0.01 14) 0.6±0.1 14)

Triclosan 0.8 13) <0.024 13) 45, 570 13)

光分解 生分解 吸着

固液分配比Kd[L/kg]速度定数[day
-1

]速度定数[h
-1

]
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（例えば 1）を上回っているかどうかで、各物質の

リスクの有無を明確化できるという利点がある。水

生生物が無希釈の下水処理水に曝露される高リスク

のシナリオを想定し、安全側の生態リスクの初期評

価を行った。式(2)に従い、推定下水処理水中濃度を

予測無影響濃度で除することによりHQを算出した。 

HQ = 推定下水処理水中濃度 [μg/L] 

/ 予測無影響濃度 [μg/L]           (2) 

本研究では、HQ が 1 を超えた物質を調査対象とす

る物質として抽出した。 

3.1.3 結果と考察 

 平成 22 年度のデータから 146 物質、平成 23 年度

のデータから 145 物質、平成 24 年度のデータから

145 物質の生態リスク初期評価を実施した。図－6

に平成 22 年度から 24 年度の評価において HQ が 1

よりも大きい値を示した PRTR 第一種指定化学物質

15 物質の HQ 値を示す。平成 22 年度から平成 24 年

度にわたってハザード比が 1 を上回った物質は 11

物質であった。ピリジン、N, N－ジシクロヘキシル

アミンは平成 24 年度において HQ が 1 を下回った。

グルタルアルデヒドは平成23年度にハザード比が1

を上回ったものの、平成 24 年度でハザード比が 1

を下回った。ヘキサデシルトリメチルアンモニウム

＝クロリド（HDTMAC）は平成 23 年度において 1

を下回るHQを示したが、その値は0.94と1に近く、

平成 22 年度と 24 年度では 1 よりも高い HQ 値を示

した。以上、下水処理水中に含まれ、河川における

実態と挙動の調査を実施する必要のある候補物質と

してPRTR第一種指定化学物質15物質が選定された。 

3．2 実態・挙動の調査 

3.2.1 目的 

 本研究では、3.1 において、詳細な評価が必要とさ

図－6 下水処理水中の PRTR 制度第一種指定化学物質のハザード比（Hazard Quotient、HQ）。平成

22 年度から 24 年度において HQ が 1 よりも大きい値を示した化学物質の HQ 値を示す。NPE はポリ

（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル、AE はポリ（オキシエチレン）=アルキルエーテル、

AO はＮ，Ｎ－ジメチルドデシルアミン＝Ｎ－オキシド、AS はドデシル硫酸ナトリウム、AES はポリ

（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナトリウム、HDTMAC はヘキサデシルトリメチ

ルアンモニウム＝クロリドを示す。 

0.01 0.1 1 10 100 1000 10000

グルタルアルデヒド

HDTMAC

Ｎ，Ｎ－ジシクロヘキシルアミン

ジブロモクロロメタン

ピリジン

２－アミノエタノール

コバルト及びその化合物
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ヒドロキノン

ヒドラジン

HQ値
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れた PRTR 制度第一種指定化学物質 15 物質のうち、

ヒドラジン、ヒドロキノン、ノニルフェノールエト

キシレート（NPE）、ホルムアルデヒド、N, N-ジメ

チルドデシルアミン=N-オキシド（AO）、ニッケル、

コバルト、2-アミノエタノール、ピリジン、ジブロ

モクロロメタン、グルタルアルデヒドの 11 物質を対

象に、都市部の河川における実態および挙動の調査

を実施した。 

3.2.2 調査方法 

 本研究では、多摩川、秋山川および鶴見川におい

て、対象化学物質の分析のために、河川水を採取し

た。多摩川では 2013 年 12/7、2014 年 10/27、12/16、

2015 年 8/25、12/9、12/16 に調査を実施し、秋山川

では 2014 年 1/7 に調査を実施し、鶴見川では 2015

年 1/29 に調査を実施した（表－10）。多摩川と鶴見

川では、医薬品類の調査と同様の調査地点で河川水

を採取した。また、秋山川では、St. A-2 の上流にあ

る伊保内新橋の橋上から河川水の採取を行った。 

 また、対象化学物質の流下過程での減衰を検討す

るため、多摩川において、2014 年 10/27、12/16、2015

年 12/9、12/16 に河川調査地点で流量観測を実施し

た。また、東京都下水道局から下水処理場からの調

査日の放流量データを入手した。 

3.2.3 分析方法 

ヒドラジンの分析のため、保存剤として 1mg/L の

チオ硫酸ナトリウム 1mL とリン酸 0.1μL を入れた

100mL ガラス瓶に水試料を採取した。採取した水試

料を用いて、平成 19 年度化学物質分析法開発調査報

告書 28)を参考に分析を実施した。ヒドロキノンの分

析のため、保存剤としてリン酸（1+100）5mL、チオ

硫酸ナトリウムを 0.2g を入れた 500mL ガラス瓶に

水試料を採取した。その後、水試料を用いて、平成

20 年度化学物質分析法開発調査報告書 29)を参考に

分析を実施した。NPE について、 ガラス瓶または

ポリ容器に水試料を採取した後、下水道試験方法 30)

を参考に分析を実施した。ホルムアルデヒドについ

て、ガラス瓶に水試料を採取した後、平成 11 年度要

調査項目等調査マニュアル 31)を参考に分析を実施し

た。AO について、ガラス瓶に水試料を採取した後、

平成 15 年度化学物質分析法開発調査報告書 32)を参

考に実施した。2-アミノエタノールについて、ガラ

ス瓶に水試料を採取した後、平成 13 年度要調査項目

等調査マニュアル 33)を参考に分析を実施した。ピリ

ジンについて、ガラス瓶に水試料を採取。平成 9 年

度化学物質分析法開発調査報告書を参考に実施した 

 

34)。ジブロモクロロメタンについて、ガラス瓶に水

試料を採取した後、平成 11 年度要調査項目等調査マ

ニュアル 31)を参考に分析を実施した。グルタルアル

デヒドについて、ガラス瓶に水試料を採取した後、

平成 12 年度要調査項目等調査マニュアル 35)を参考 

に分析を実施。また、溶存態の金属（コバルトおよ

びニッケル）の分析は、河川水質試験方法 36)に従っ

た。孔径 0.45μm のフィルター（Millipore 社）でろ

過した試料の硝酸分解を行った後、高周波誘導結合

プラズマ質量分析装置（X7CCT、サーモフィッシャ

ーサイエンティフィック社）を用いて定量を行った。 

3.2.4 減少係数の算出 

 2.5 と同様の方法により、多摩川において対象とし

た PRTR 制度第一種指定化学物質 7 物質（ヒドラジ

ン、ヒドロキノン、NPE、ホルムアルデヒド、ニッ

ケル、コバルト、2-アミノエタノール）について、

調査区間での減少係数を求めた。 

3.2.5 結果と考察 

 表－11、12 および 13 はそれぞれ、多摩川、秋山 

川および鶴見川における調査対象の PRTR 制度第一 

種指定化学物質の分析結果を示す。ジブロモクロロ

メタンを除き、対象とした化学物質は河川水で検出

された。多摩川では、対象化学物質は、下水処理水

が流入する地点 Sts．T-2、3、c、d と Sts. T-A～D の

放流水において比較的高い濃度で検出される傾向が

みられた。また、支川の調査地点 St. T-a では、ニッ

ケルが比較的高い濃度で検出されており、工業排水

が流入している可能性が考えられた。秋山川では、

ニッケルやコバルトが比較的高い濃度で検出された。 

表－10 各対象河川での調査対象の PRTR 制度第一

種指定化学物質の実態調査と挙動調査の調

査時期一覧 

挙動（減少係数）の調査

多摩川 秋山川 鶴見川 多摩川

ヒドラジン
2013年12/7

2015年8/25、12/9、12/16
2014年1/7 - 2015年12/9

ヒドロキノン
2013年12/7

2015年8/25、12/9、12/16
2014年1/7 2015年1/29 2015年12/9

NPE
2013年12/7

2015年8/25、12/9、12/16
2014年1/7 - 2015年12/9

ホルムアルデヒド
2013年12/7

2015年8/25、12/9
2014年1/7 - 2015年12/9

AO 2013年12/7、2015年8/25 2014年1/7 - -

ニッケル

2013年12/7

2014年10/27、12/16

2015年8/25、12/9、12/16

2014年1/7 2015年1/29
2014年10/27、12/16

2015年12/9、12/16

コバルト

2013年12/7

2014年10/27、12/16

2015年8/25、12/9、12/16

2014年1/7 2015年1/29
2014年10/27、12/16

2015年12/9、12/16

2-アミノエタノール
2014年10/27、12/16

2015年8/25
- 2015年1/29 2014年10/27、12/16

ピリジン 2013年12/7、2015年8/25 2014年1/7 - -

ジブロモクロロメタン 2015年8/25 - - -

グルタルアルデヒド 2015年8/25 - - -

AOはN,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド

実態の調査
調査対象物質
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推計回数 最小値 中央値 最大値

ヒドラジン 1 0.03 0.03 0.03

ヒドロキノン 1 0.44 0.44 0.44

NPE　(1-15） 1 0.09 0.09 0.09

ホルムアルデヒド 1 -0.007 -0.007 -0.007

ニッケル 4 0.04 0.06 0.08

コバルト 4 0.01 0.03 0.06

2-アミノエタノール 2 0.19 0.33 0.47

NPE（1-15）はノニルフェノールエトキシレート（エトキシ基数1-15）

表－14 多摩川における PRTR 制度第一種指定化学

物質 7 物質の減少係数の推計値（h-1） 

 

また、鶴見川では、多摩川と比べて、2-アミノエタ

ノールは比較的高い濃度で検出されたが、そのほか

の化学物質は、同程度かそれ以下の濃度で検出され

た。 

表‐14は多摩川の調査区間におけるPRTR制度第

一種指定化学物質 7 物質の減少係数を示す。ヒドロ

キノンおよび 2－アミノエタノールは比較的高い減

少係数を示した。減少係数に係る要因を検討するた

め、これまでに報告されている生分解の速度定数と

吸着に係る土壌吸着性（Koc）を整理し、表－15 に

示す。ヒドロキノンは土壌吸着性が高いことから、

流下過程での減少に土壌への吸着が関与しているこ 

 

 

とが考えられた。また、2-アミノエタノールは、生

分解性が比較的高いことから、流下過程での減少に 

表－12 秋山川での PRTR 制度第一種指定化学物質の分析結果（μg/L） 

化学物質名 濃度（μg/L）

ヒドラジン 0.04

ヒドロキノン 0.05

NPE (1-15) 0.28

ホルムアルデヒド 3.8

AO 0.0002

ニッケル 11.85

コバルト 2.24

ピリジン 0.11

NPE（1-15）はノニルフェノールエトキシレート（エトキシ基数1-15）

AOはN,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド

表－13 鶴見川の各調査地点における PRTR 制度第一種指定化学物質の分析結果（μg/L） 

調査地点 日中 日没後 日中 日没後 日中 日没後 日中 日没後

Tr-1 0.03 0.04 0.87 0.92 0.2 0.33 0.39 -

Tr-2 0.02 0.02 1.14 1.06 0.1 0.09 0.35 -

Tr-3 0.03 0.04 2.47 1.72 1.15 0.94 0.92 -

Tr-A 0.05 0.04 3.97 2.93 2.57 3 1.07 -

ヒドロキノン ニッケル コバルト 2-アミノエタノール

表－11 多摩川の各調査地点における PRTR 制度第一種指定化学物質の分析結果（μg/L） 

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値

T-1 0/1 LOD LOD 1/1 0.01 0.01 1/1 0.01 0.01 1/1 1 1 - - -

T-2 2/2 0.01 0.01 2/2 0.05 0.06 2/2 0.06 0.06 1/1 2 2 - - -

T-3 4/4 0.01 0.04 4/4 0.05 0.05 3/4 0.06 0.22 3/3 1.4 2.2 2/2 0.02 0.03

T-a 1/1 0.01 0.01 1/1 0.03 0.03 1/1 0.04 0.04 1/1 1.4 1.4 - - -

T-b 0/1 LOD LOD 1/1 0.04 0.04 1/1 0.03 0.03 1/1 0.71 0.71 - - -

T-c 2/2 0.02 0.03 2/2 0.74 1.4 2/2 0.03 0.03 1/1 1.9 1.9 - - -

T-d 2/2 0.001 0.001 2/2 0.03 0.05 2/2 0.04 0.05 1/1 4.5 4.5 - - -

T-e 1/1 0.001 0.001 1/1 0.02 0.02 1/1 0.02 0.02 1/1 1.3 1.3 - - -

T-A 1/1 0.02 0.02 1/1 0.21 0.21 1/1 0.23 0.23 1/1 2.4 2.4 - - -

T-B 1/1 0.02 0.02 1/1 0.12 0.12 1/1 0.19 0.19 1/1 1.4 1.4 - - -

T-C 1/1 0.01 0.01 1/1 0.05 0.05 1/1 0.07 0.07 1/1 11 11 - - -

T-D 2/2 0.03 0.03 2/2 0.15 0.25 2/2 0.04 0.05 1/1 2.5 2.5 - - -

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値 検出頻度 中央値 最大値

T-1 5/5 0.39 0.42 5/5 0.04 0.05 1/2 0.01 0.01 - - - - - -

T-2 5/5 4.24 4.73 5/5 0.16 0.26 2/2 0.1 0.15 - - - - - -

T-3 6/6 2.4 2.7 6/6 0.13 0.17 3/3 0.06 0.35 2/2 0.06 0.07 0/1 LOD LOD

T-a 4/4 17.8 33.4 4/4 0.13 0.19 2/2 0.15 0.16 - - - - - -

T-b 4/4 0.52 0.63 4/4 0.07 0.08 1/2 0.02 0.02 - - - - - -

T-c 4/4 5.42 10.29 4/4 0.09 0.11 2/2 0.67 1.1 - - - - - -

T-d 4/4 0.46 0.57 4/4 0.12 0.13 1/2 0.06 0.06 - - - - - -

T-e 4/4 0.46 0.8 4/4 0.12 0.13 1/2 0.05 0.05 - - - - - -

T-A 4/4 13.76 15.78 4/4 0.52 0.66 2/2 0.8 0.97 - - - - - -

T-B 4/4 4.74 7.01 4/4 0.35 0.37 2/2 0.48 0.78 - - - - - -

T-C 4/4 1.12 1.24 4/4 0.13 0.21 2/2 0.5 0.68 - - - - - -

T-D 4/4 0.83 0.96 4/4 0.12 0.15 2/2 0.57 0.83 - - - - - -

NPE（1-15）はノニルフェノールエトキシレート（エトキシ基数1-15）

調査地点 検出頻度 中央値 最大値 AOはN,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド

T-3 1/1 1.3 1.3

ジブロモクロロメタン

ヒドラジン ヒドロキノン NPE (1-15) ホルムアルデヒド AO

グルタルアルデヒド

ニッケル コバルト 2-アミノエタノール ピリジン
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生分解が関与していることが考えられた。また、ホ

ルムアルデヒドは、生分解性が高く、また光分解性

が高いと報告されれているが 24）、多摩川での減少係

数は低く、流下過程で減衰しにくいことが示された。

今後、ホルムアルデヒドの河川中の挙動を明らかに

するために調査をより進める必要がある。 

 

4．生態リスク初期評価 

 4．1 目的 

 本研究課題で調査対象とした医薬品類と PRTR 制

度第一種指定化学物質のうち、今後詳細な生態リス

ク評価をすべき化学物質を把握するため、河川水中

濃度の実測値を用いて生態リスク初期評価を試みた。 

4．2 評価方法 

 本研究で対象とした医薬品類 10物質およびPRTR

制度第一種指定化学物質について、「化学物質の環境

リスク初期評価ガイドライン（平成23年度12月版）」
27)を参考に、生態リスク初期評価を実施した。リス

ク判定は、以下の式(3)に従い、ハザード比（HQ）

により行った。 

 HQ = MEC / PNEC              （3） 

ここで、PNEC（Predicted No Effect Concentration）は

予測無影響濃度、MEC（Measured Environmental 

Concentrattion）は採取試料中の化学物質濃度の実測

値である。本研究では、MEC として、各調査地点で

の化学物質濃度の最大値を用いた。医薬品類の

PNEC は、真野ら 37)によって用いられた値を使用し

た。また、PRTR 制度第一種指定化学物質の PNEC

として、ニッケル以外の物質は、環境省の化学物質

の環境リスク初期評価 24)の予測無影響濃度を用いた。

ニッケルは、化学物質の初期リスク評価書の値を用

いた 25)。本研究で使用した医薬品類と PRTR 制度第

一種指定化学物質の PNEC の値を整理して、表－16

に示す。 

化学物質の環境リスク初期評価ガイドライン 27)で 

 

は、HQ 値が 1 以上の化学物質は「詳細な評価を行

う候補」という評価分類となっている。 

4．3 結果と考察 

 表－17 は各調査地点の医薬品類の HQ 値を示す。

全ての対象河川において、Clarithromycin と triclosan

のハザード比が 1 を超える調査地点が存在した。ま

た、本研究で対象とした都市部の河川において、

azithromycin、caffeine、ketoprofen、 levofloxacin の

HQ 値が 1 を超える調査地点が存在した。これらの

結果から、これら医薬品類 6 物質は、今後詳細な生

態リスク評価を行う必要があると考えられた。 

 また、表－18 は各調査地点の PRTR 制度第一種指

定化学物質の HQ 値を示す。ヒドラジン、ヒドロキ

ノン、NPE、ホルムアルデヒド、ニッケル、コバル

ト、ピリジンの HQ 値が 1 を超える調査地点が存在

したことから、これらの化学物質について、今後詳

細な評価を行う必要があると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

表－15 既報文献から得られた PRTR 制度第一種指

定化学物質 5 物質の生分解の速度定数と

Koc 

ヒドラジン 0.0007 23) 14 23)

ヒドロキノン 0.09 23) 430 23)

NPE 0.0005 22) 6.1 22)

ホルムアルデヒド 0.17 23) 1 23)

2-アミノエタノール 0.13 22) 1.2 22)

化学物質名

生分解 吸着

速度定数[day
-1

] 土壌吸着性Koc
化学物質名 単位

予測無影響
濃度（PNEC）

文献

Azithromycin ng/L 19 36)

Bezafibrate ng/L 10000 36)

Caffeine ng/L 5200 36)

Clarithromycin ng/L 20 36)

Crotamiton ng/L 3500 36)

Ibuprofen ng/L 130000 36)

Ketoprofen ng/L 160 36)

Levofloxacin ng/L 79 36)

Sulfamethoxazole ng/L 1600 36)

Triclosan ng/L 5.3 36)

ヒドラジン μg/L 0.005 22)

ヒドロキノン μg/L 0.015 22)

NPE (1-15) μg/L 0.01 22)

ホルムアルデヒド μg/L 1 22)

AO μg/L 0.04 22)

ニッケル μg/L 1 23)

コバルト μg/L 0.38 22)

2-アミノエタノール μg/L 25 22)

ピリジン μg/L 0.1 22)

ジブロモクロロメタン μg/L 0.63 22)

グルタルアルデヒド μg/L 10 22)

NPE（1-15）はノニルフェノールエトキシレート（エトキシ基数1-15）

AOはN,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド

表－16 生態リスク初期評価に用いた医薬品類 10

物質およびPRTR制度第一種指定化学物質

11 物質の予測無影響濃度（PNEC） 
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5．まとめ 

 本研究では、医薬品類および PRTR制度第一種指定

化学物質について、関東地方の都市部の河川での実

態および挙動の調査を行うとともに、生態リスクに

ついて調査を行った。その結果、以下のことが分か

った。 

 

1）調査対象とした医薬品類 10 物質は比較的高い頻

度で検出された。また、検出濃度は、調査した河川 

 

および調査地点により異なっていた。また、多摩川

および秋山川で医薬品類の減少係数を求めたところ、

減少係数は医薬品類間で異なる値を示した。 

 

2）下水処理水に含まれる PRTR 制度第一種指定化学

物質について、既報文献を用いた生態リスク初期評

価を実施し、河川における実態と挙動の調査を実施

する必要のある候補物質として 15 物質を抽出する

ことができた。 

表－17 医薬品類 10 物質のハザード比（HQ） 

調査河川 調査地点 Azithromycin Bezafibrate Caffeine Clarithromycin Crotamiton Ibuprofen Ketoprofen Levofloxacin Sulfamethoxazole Triclosan

多摩川 T-1 0.04 <0.01 0.06 0.05 <0.01 <0.01 0.01 0.01 <0.01 0.92

T-2 11.05 0.01 0.04 30.00 0.27 <0.01 0.19 5.19 0.09 11.51

T-3 6.84 0.01 0.05 22.00 0.23 <0.01 0.11 3.42 0.09 9.00

T-a 1.21 0.02 0.31 2.30 0.02 <0.01 0.04 0.39 0.01 2.83

T-b 0.08 <0.01 0.02 0.12 <0.01 <0.01 <0.01 0.06 <0.01 1.08

T-c 26.32 0.04 0.15 60.00 0.51 <0.01 3.13 15.19 0.33 39.62

T-d 1.00 0.01 0.08 5.00 0.09 <0.01 0.01 0.72 0.05 5.11

T-e 0.28 <0.01 0.01 2.25 0.03 <0.01 <0.01 0.39 0.03 1.89

秋山川 A-1 0.03 <0.01 0.03 0.28 0.01 <0.01 <0.01 0.02 0.01 1.06

A-2 12.11 0.06 0.01 33.00 0.57 <0.01 0.22 5.82 0.08 13.58

印旛沼流域 I-1 0.84 <0.01 2.69 2.65 0.06 <0.01 0.05 0.29 <0.01 3.58

I-2 0.84 0.01 7.31 3.90 0.07 <0.01 0.03 0.12 0.01 2.92

I-3 0.10 <0.01 0.02 4.55 0.02 <0.01 <0.01 0.09 <0.01 1.38

I-4 0.25 0.01 0.04 4.75 0.08 <0.01 <0.01 0.54 0.01 1.85

I-5 0.35 <0.01 0.07 3.20 0.09 <0.01 0.05 0.08 0.01 2.32

妙正寺川 M-1 0.10 <0.01 <0.01 0.19 <0.01 <0.01 <0.01 0.09 <0.01 1.45

M-2 25.26 0.01 0.01 70.00 0.31 <0.01 2.81 7.09 0.06 18.19

M-3 18.42 0.06 0.01 47.50 0.31 <0.01 0.10 4.56 0.05 10.02

M-4 12.11 0.04 0.02 33.00 0.26 <0.01 0.01 5.06 0.05 6.94

鶴見川 Tr-1 1.00 - - 27.00 - - - 1.39 - 18.87

Tr-2 7.37 - - 19.00 - - - 3.16 - 18.87

Tr-3 14.21 - - 33.00 - - - 4.81 - 24.53

太字は1以上のハザード比を示す

表－18 PRTR 制度第一種指定化学物質 11 物質のハザード比（HQ） 

調査河川 調査地点 ヒドラジン ヒドロキノン NPE (1-15) ホルムアルデヒド AO

多摩川 T-1 - 0.80 0.64 1.00 -

T-2 1.26 3.67 6.09 2.00 -

T-3 7.60 3.20 21.81 2.20 0.78

T-a 2.20 2.00 3.53 1.40 -

T-b <0.01 2.80 3.29 0.71 -

T-c 5.60 93.33 3.38 1.90 -

T-d 0.24 3.27 4.59 4.50 -

T-e 0.11 1.20 2.49 1.30 -

秋山川 A-伊保内新橋 8.00 3.27 28.00 3.80 0.01

鶴見川 Tr-1 - 2.40 - - -

Tr-2 - 1.53 - - -

Tr-3 - 2.87 - - -

調査河川 調査地点 ニッケル コバルト 2-アミノエタノール ピリジン ジブロモクロロメタン

多摩川 T-1 0.42 0.13 <0.01 - -

T-2 4.73 0.68 0.01 - -

T-3 2.70 0.46 0.01 0.72 <0.01

T-a 33.40 0.50 0.01 - -

T-b 0.63 0.21 <0.01 - -

T-c 10.29 0.29 0.04 - -

T-d 0.57 0.33 <0.01 - -

T-e 0.80 0.33 <0.01 - -

秋山川 A-伊保内新橋 11.85 5.89 - 1.10 -

鶴見川 Tr-1 0.92 0.88 0.02 - -

Tr-2 1.14 0.26 0.01 - -

Tr-3 2.47 3.03 0.04 - -

NPE（1-15）はノニルフェノールエトキシレート（エトキシ基数1-15）

調査河川 調査地点 グルタルアルデヒド AOはN,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド

多摩川 T-3 0.13 太字は1以上のハザード比を示す
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3) 抽出した PRTR 制度第一種指定化学物質 15 物質

のうち、11 物質について、多摩川、秋山川、鶴見川

で実態調査を実施したところ、ジブロモクロロメタ

ンを除いた 10 物質が検出された。また、多摩川にお

いて、7 物質について減少係数を算出した。ヒドロ

キノンは高い減少係数を示し、これは吸着によると

考えられた。また、高い光分解性や生分解性を示す

ホルムアルデヒドの減少係数は小さい値を示した。

今後、さらに調査を行い、挙動の把握に努める必要

がある。 

 

4）調査地点で検出された医薬品類 10 物質および

PRTR制度第一種指定化学物質 11物質の濃度を基に

生態リスク初期評価を試みたところ、医薬品 6 物質

および PRTR 制度第一種指定化学物質 6 物質のハザ

ード比が 1 以上を示した。これらの化学物質は、今

後、詳細な生態リスク評価が必要である。 

 

今後、本研究で得られた未規制化学物質の存在実

態・挙動および生態影響に関する成果を、生物影響

が懸念される化学物質のモニタリングと影響評価手

法に関する研究に活用していく予定である。 
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Abstract: In recent years, micro pollution of aquatic environment by unregulated chemical substances and 

their ecological risks have become an emerging public concern. To effectively control the risks, it is needed 

that occurrence, fate and ecological effect of various chemicals in aquatic environment are elucidated. In this 

study, the occurrence and fate of 10 pharmaceuticals was investigated in urban rivers. After we conducted 

screening of Class 1 substances under the Japanese Pollutant Release and Transfer Register system (PRTR) 

in terms of ecological risk in treated wastewater, we investigated the occurrence and fate of some selected 

PRTR substances in urban rivers. Based on results, we tried to conduct initial assessments of ecological risk 

for 10 pharmaceuticals and the PRTR substances. 

 

Key words: unregulated chemical substances, environmental fate, environmental risk assessment, PPCPs, 
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